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１． 東日本大震災の被害
２０１１年３月１１日午後２時４６分，最大震度７
を記録する大地震が東北地方で発生し，その１５
～３０分後，巨大な津波が太平洋沿岸の地域を
襲った。特に岩手県から福島県に至る太平洋沿岸
地域の市町村では，ほとんどの家屋，工場，店舗，
病院，学校などの建物が津波の被害に遭い，港湾
施設も破壊された。東日本大審査の被害により，
約１６，０００名の方が亡くなり，約４，０００名の方が
行方不明となった。
この地域の中小企業もまた，大きな被害を受け
た。『２０１２年版中小企業白書』によれば，津波の
被害があった地域（青森県，岩手県，宮城県，福
島県）に立地する中小企業の数は約７７，０００社で
ある（中小企業庁 ２０１２）。東北地域の企業（法
人，個人）に占める中小企業の割合は９９．９％で
あり，他地域よりも中小企業の割合が高い。被害
を受けた企業のほとんどが中小企業といっても過
言ではない。この地域の多くの中小企業が，工場
や店を津波で破壊され，多くの製品や商品，設備
を失った。
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２０１１年３月１１日，東日本大震災が発生し，東北地域の中小企業は甚大な被害を受けた。中央政府および地方自治体は，被災中小
企業に対して支援プログラムや補助金による復興支援策を講じている。しかし，これらの支援策は既存中小企業向け，特に中小企業
のグループ向けの支援策が多く，すべての中小企業や創業者にとって有効であるとは言い難い。被災地の中小企業支援においては，
営利企業および非営利企業が公的支援の不足を補っている。これらの民間支援活動は，長期間の専門家派遣やキッチンカーによる飲
食店創業支援など，公的支援ができない新たな支援の方法を積極的に取り入れており，企業家的な活動をしている。また，被災した
中小企業も，これまでとは異なる新たな事業や経営活動に取り組んでおり，企業家的な活動を行っている。企業家活動は，被災地の
中小企業と支援団体双方にとって不可欠となっている。
キーワード：東日本大震災，中小企業，復興支援，企業家活動
The Great East Japan Earthquake hit many SMEs in Tohoku area. The support programs or grant are provided from central and lo-
cal government. But they are not so convenient for each SME and inefficient. Some for profit companies or not for profit organizations
play important role to support SMEs. Their activities are quite entrepreneurial.Also victim SMEs try to make entrepreneurial business
activities.Entrepreneurship is necessary for both of victim SMEs and supporting bodies.
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筆者は，２０１２年４月に宮城県石巻市，気仙沼
市および南三陸町を訪問する機会を得た。「女性
社長．net」を主宰する株式会社コラボラボと，女
性向けキャリア開発セミナー等を行っている株式
会社エ・ム・ズが企画した「女性社長５０人が行
く 被災地とともに考えるビジネス合宿」（以下
「被災地ビジネス合宿」という）に参加すること
になったのである。女性経営者および個人事業主，
フリーライターなどの参加者とともに，４月１３
日から１５日の日程で，被災地を見学し，被災企
業の経営者の話を聞き，そして被災企業との事業
提携やコラボレーションを通じた復興支援の方策
を検討した。
本論文は，この「被災地ビジネス合宿」で話を
伺った中小企業経営者の復興への取り組み，およ
び他の被災地支援活動の事例を考察し，まとめた
ものである。被災地中小企業の復興といえば，中
央政府および地方自治体による公的助成や支援に
よるものと思われがちであるが，実際には被災中
小企業自身が危機に直面して新たな経営活動に
チャレンジしており，また支援側も公的機関以外
の民間非営利組織による今までにないサポート活
動が行われている。これらの活動は，自らイノ
ベーションを創出し，問題解決にあたる企業家活
動にほかならない。そこで本論文では，震災から
の復興における中小企業および支援機関の活動に
焦点を当て，事例分析から考察することにする。
南三陸町の防災センター（２０１２年４月１４日筆者撮影）
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南三陸町（２０１２年４月１４日筆者撮影）
気仙沼港（２０１２年４月１４日筆者撮影）
気仙沼市内（２０１２年４月１４日筆者撮影）
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２． 政府の被災地中小企業支援策と問題点
２―１．中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業
中小企業庁と都道府県は，東日本大震災によっ
て被災し，店舗，工場，事務所などを喪失した中
小企業に対し，一定の条件を満たす４社以上のグ
ループに対して，個々の構成員の施設・設備およ
び共有施設・設備の復旧に要する経費の３／４
（国１／２，都道府県１／４）を補助する「中小企業
等グループ施設等復旧整備補助事業」（以下，「グ
ループ補助金」という）を講じている（図６）。
グループ補助金は，補助率は３／４であるが金
額上限がないため，被災した中小企業に活用され
ている施策である。中小企業庁は，この施策に係
る予算約１，５００億円を，平成２３年度の補正予算
に計上している。さらに平成２４年度の本予算で
５００億円を計上した。すでに３５０億円が支出され
たが，グループ補助金に対しては多数の申請が行
われており，予算残額１５０億円に対して申請金額
は２，０００億円規模に上っている１）。
多くの被災中小企業は，このグループ補助金を
歓迎し，申請している。しかしグループ補助金は
既存企業のみが対象となっており，また仮設工場
は同業種４社以上での共同設置を義務付けている
ため，同業他社とは異なる独自の製品や製法に
よって差別化を図ってきた革新的な中小企業に
とっては，使いにくい制度となっている。実際，
南三陸町でお話をうかがった縫製工場を営む経営
者は，これまでライバルとして競争していた近隣
の同業者と協力して共同工場を建てることは難し
いと話していた。この経営者の工場の１つは南三
陸町にあり，津波によって破壊された。しかし，
被災した中小企業が個別に工場等を再建する費用
は補助対象となっていないため，グループ補助金
には申請できないそうだ。
また被災者や他地域から来た人が新たに創業し，
店舗や工場を構えるといったケースも補助対象と
なっていない。被災地域の現下の課題は雇用創出
である。だが事業再開可能な既存企業だけでは，
地域に必要な雇用を確保することは困難である。
また若い人向けの雇用が少ないとも聞いている。
復興にかかわる土木関係の仕事のような短期的な
仕事ではなく，長期的に安定して携わることので
きる仕事が必要であり，また生活の復興，充実に
必要な小売業，飲食業，サービス業も不可欠であ
る。このような分野の新規創業を増やす必要があ
るが，政府や自治体の支援はほとんどない２）。こ
の点が問題である。
２―２．仮設店舗，工場，事務所の建設にかかる課題
独立行政法人中小企業基盤整備機構（以下，「中
小機構」という）は，中小企業庁の関連機関であ
り，中小企業の支援政策を実施している。中小機
構は，被災地において地元中小企業団体やグルー
プからの要請により，仮設店舗や工場，事務所を
建設し，１年後に無償で地元自治体に譲渡する事
業を行っている。本事業は，中小機構と地元自治
体が協力して実施にあたっている（図７）。
中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業イメージ
仮設工場，仮設店舗等整備事業の概要
出典：中小企業庁編（２０１２）『２０１２年版中小企業白書』日本印刷
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中小機構は，すでに３００以上の事業所を建設
し，８，０００社以上の中小企業がこれらの仮設事業
所を活用している。図８は，本プログラムを活用
して気仙沼に建設された仮設商店街である。多く
のレストラン，バー，食料品店，ブティック，あ
るいは美容院などがこれらの仮設商店街に入居し
ている。これら各地の復興商店街では，地元住民
が買い物をするだけではなく，被災地の視察やボ
ランティア活動に訪れた人，あるいは復興支援の
ための観光ツアーで訪れた人などが立ち寄り，商
品を買い求めている。
しかし，これらの仮設事業所の建設にも問題点
がある。グループ補助金同様，このプログラムも
入居できるのは震災前から営業していた事業者の
みなのである。新規創業者がこれらの復興商店街
に入居することはできない。さらに立地場所も問
題である。多くの仮設住宅は津波の危険を避け，
高台に建設されている。しかし，仮設商店街の多
くは仮設住宅から離れた平地に立地している。そ
のため，仮設住宅に暮らす高齢者は買い物に行く
ことが困難である。そのため，中小企業庁は移動
販売などで仮設住宅に食料品や日用品を売りに行
く業者に対する補助金として，３，０００万円を予算
化している。
いずれにせよ，仮設店舗，工場，事務所は一時
的な使用を前提としており，被災中小企業者は数
年のうちに自ら事業所を再建する必要性に迫られ
ている。
３． 民間団体による被災中小企業支援プログ
ラム
３―１．セキュリテ被災地応援ファンド
「セキュリテ被災地応援ファンド」は，ミュー
ジックセキュリティーズ株式会社が運営する，東
北地域の被災中小企業への支援ファンド運営のた
めのプラットフォームシステムである。被災した
中小企業が，復興のための工場建設や設備購入，
製品開発，マーケティング等のために必要とする
資金を調達しようとする際，このシステムを使っ
てファンドを組成し，全国の支援者から出資を募
ることができる。
ファンド組成システムの詳細は以下の通りであ
る。個々の中小企業者は，資金使途を説明し，
ファンドへの出資を募るウェブ上のサイトを開設
することができる。個人投資家がこれらのサイト
を見て，応援したい中小企業者のファンドを選ん
で出資する。出資は最低１口１万円で，１口につ
き５００円の手数料をミュージックセキュリティー
ズ㈱に支払う。１万円のうち５，０００円は当該中小
企業への寄付となる。残りの５，０００円は企業が事
業再開に使用する資金としてファンドに出資され
る。ファンドに目標金額が集まったら，中小企業
者は設備投資や製品開発，販路開拓を行い，事業
を行う。出資者は，ファンドを組成した中小企業
の売上高の一定割合（通常２～４％）を，ファン
ドの精算時に受け取ることができる。もちろん，
中小企業者が十分な売上を上げることができな
かった場合，配当は行われず，出資したお金も返
還されないことがある。
ミュージックセキュリティーズ㈱は，もともと
同様のファンドシステムをポップミュージックの
アーティストの育成のために運営していた。東日
本大震災が起こった後，同社の社長である小松真
実氏は，このファンドシステムを東北地域の被災
した中小企業の復興のために活用することを決心
した。
セキュリテ被災地応援ファンドは，中小企業
者に大変喜ばれ，活用されている。２０１２年７月現
在，１０億２，９３４万円の募集総額に対し，２２，７４２人
気仙沼復興商店街
図８
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の個人投資家によって７億７，５６７万円が出資され
ている。２０社の中小企業がファンドを組成し，
復興に必要な資金を集めた。さらに１４社がファ
ンドへの出資を募集中である３）。
私は，このセキュリテ被災地応援ファンドを
活用した中小企業の経営者に話を聞くことができ
た。気仙沼でさんまの煮物「金のさんま」を製造
している株式会社斉吉商店の専務取締役，斉藤和
枝氏である。斉藤氏によれば，セキュリテ被災
地応援ファンドは資金使途に制限がなく，大変使
いやすい制度だということだ。同社は，津波で工
場を流され，このファンドで得た資金により生産
設備の購入と新製品開発の経費をまかなった。さ
らに斉藤氏は，このファンドの活用により，出資
してくれた個人投資家の方々が「金のさんま」と
同社のファンになってくれたことがうれしかった
と述べている。㈱斉吉商店のファンドに出資した
２０人以上の投資家は，気仙沼までの交通費を自
ら支払い，工場まで復興の様子を見に来てくれた。
斉藤氏は，直接出資者と交流できたことが何より
ありがたかったと述べている。このように，セ
キュリテ被災地応援ファンドは，一時的な資金
提供支援ではなく，被災した中小企業が復興する
まで長期間にわたり出資者が応援するような事業
となっており，そのことが被災中小企業の励みに
なっている。
３―２．キッチンカープロジェクト
前述のように，仮設商店街が被災地の各地に建
設されているが，ここに入居できるのは震災前か
ら営業していた既存企業のみである。しかし，東
日本大震災によって仕事を失った住民の中には，
レストランや食料品店，カフェ，惣菜店などを起
業し，自らの生活の糧を得たいと思っている人も
いる。だが，こうした被災者の起業に対しては，
政府や自治体の支援はほとんど行われておらず，
また仮設商店街等への入居もできない。
プラットフォームサービス株式会社４）の会長で
ある田辺恵一郎氏は，津波の被害に遭った地域の
復興を支援したいと考えた。田辺氏は，岩手県内
でも最も津波の被害が大きかった釜石市と大槌町
を訪ね，地域の中小企業の復興のためにはイン
キュベーションシステムが必要であるという考え
に至った。しかし，公的な支援は個々の自営業者
には届いていない。なぜなら，個人事業主が経営
する店舗は，ほとんど自宅に併設されているから
である。事業所の復興には公的支援が及んでも，
個人の住居は支援対象にはならない。そのため，
セキュリテ被災地応援ファンドの仕組み
図９
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多くの店舗兼住宅を有する個人事業主が，店舗の
再建と事業の再開に踏み切れずにいた。
被災した自営業主の多くは仮設住宅に住んでお
り，そこでは店舗を開くことはできない。さらに，
仮設住宅は中小機構が建てた仮設商店街からは遠
い高台に建てられている場合が多く，仮設商店街
に店舗を開業したとしても，通うのは容易ではな
い。そこで田辺氏は，フードビジネスに焦点を当
てた支援プログラムを行うことにした。仮設住宅
周辺には飲食店がないため，ニーズがあると考え
たためである。
田辺氏は，東京都千代田区で SOHOや地方中
小企業のビジネス支援拠点であるちよだプラット
フォームスクウェアを運営しているので，事業化
への支援は経験がある。また帯広市で始まった
フードビジネスのインキュベーションである「屋
台村」の運営方法などを参考にすることにした。
被災地ではまだ土地の利用計画が整備されていな
いため，恒久的な建物を建てることは困難である。
仮設住宅も数年のうちに解体される。そこで，初
期費用が少なく，移動可能なキッチンカーによっ
てフードビジネスの立ち上げを支援することに
なった。田辺氏は，キッチンカーの購入・改造に
必要な資金を寄付により集めることができた。
１，２００万円の寄付金と釜石市からの８００万円の補
助金を得て，田辺氏と仲間たちは２台のキッチン
カーを用意し，２０１１年６月１１日にこのプロジェ
クトを開始した。震災からわずか３ヵ月後である。
２０１１年８月には７台のキッチンカーが用意され，
そのうち６台が営業している（図１０）５）。
キッチンカーでの営業を通じて，店舗のオー
ナーたちは将来，自分の店舗を持つための資金を
得ることができる。２０１１年現在，各キッチン
カーの１ヵ月の平均売上高は，６０万円から８０万
円である。田辺氏は，月平均売上高を１００万円に
増やそうと考えている。２０１２年１月，田辺氏は
このプロジェクトの推進のための新たな会社を設
立し，フードビジネスと被災地の自営業者復興の
ために努力を続けている。キッチンカーに続く彼
の計画は，水産加工業，ホテル，商店街の復興支
援である。このような，中小企業の新規事業支援
の取り組みは，非常に企業家的である。誰もこの
ような移動式のフードビジネスで復興支援をしよ
うとは考えなかった。キッチンカーであれば，復
興計画が確定していない地域においても，速やか
に，簡単にビジネスを開始できるのである。
３―３．ともづなプロジェクト
特定非営利活動法人 ETIC.は，被災地の復興に
おける現地のリーダーを支援する「被災地復興
リーダー支援プロジェクト」を行っている。その
一環として，被災地復興リーダーの補佐役となる，
専門知識を持った人材の派遣事業である「右腕プ
ロジェクト」がある。被災地の地域コミュニティ
や中小企業者のグループに対し，ITやマーケ
ティングなどの専門知識を有する２０代～３０代の
若者を長期間（３ヵ月～１年程度）派遣し，ビジ
ネスマッチングや情報発信などを担ってもらうと
キッチンカープロジェクト
図１０
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いうものである。右腕として派遣される者には，
ETIC.から月額１０～１５万円の活動資金が支給さ
れる。右腕プロジェクトは，２０１１年５月から本
格稼働し，当初は２０１４年３月までに１００人を派
遣する計画であったが，受け入れ先からの高い評
価を得ており，また被害が甚大でさらに多くの人
材を派遣する必要があることから，３年間で２００
人の派遣目標に上方修正している。ETIC.によれ
ば，２０１２年２月２９日現在，１７１人の応募の中か
ら選定された７４人の専門家が東北地域に派遣さ
れている６）。
筆者は，気仙沼市で右腕プロジェクトによって
派遣されている「ともづなプロジェクト」の担当
者と会った。彼女は IT技術者であり，気仙沼の
中小企業６社の支援を行っていた。個々の中小企
業の経営課題を解決し，事業を再開させるため，
例えば Facebookや Twitterを活用した販売促進
策の提案，専門家とのマッチング，支援プログラ
ムの紹介などを行っている。
被災地では，復興に向けて地域の今後の方向性
を検討し，とりまとめるリーダーや社会企業家が
不足している。またビジネス面のエキスパートも
不足している。そのため ETIC.の右腕プロジェク
トのような専門家を派遣する支援プログラムは役
立っている。ETIC.では以前から社会企業家の育
成を行っており，各地域や企業の課題解決のため
に，従来の手法にとらわれずに新たな取り組みを
推進することができる人材のネットワークを持っ
ている。このような社会企業家による革新的な復
興支援の取り組みが功を奏している。
４． 被災中小企業の企業家活動
筆者は，被災地を視察し，宮城県石巻市，南三
陸町，気仙沼市において被災し，復興途上にある
中小企業の経営者と話をする機会を得た。これら
すべての経営者は，それぞれ被災前にはやってい
なかった新たな事業や新たな取り組みを行ってい
た。たとえば石巻市の鮮魚，青物，惣菜を販売し
ていた有限会社まるか中央鮮魚の社長佐々木正彦
氏は，津波で店舗の１階部分がすべて浸水したも
のの建物は無事だったため，近隣の被災した飲食
店や小売店に店のスペースを貸し，いち早く共同
店舗として営業を始めた。中華料理店，老舗すき
焼き店，寿司店および店舗オーナーの水産物・食
料品店が，それぞれ弁当，パック詰め惣菜，調味
料，水産物や水産加工品を販売している。津波で
店舗施設をすべて流された老舗すき焼き店は，す
き焼きの割り下やオリジナルドレッシングを販売
している。店舗の中にはテーブルとイスが用意さ
れ，客は買った惣菜などをその場で食べることが
できる。実は店舗の営業開始は，近隣の被災者の
要望であった。避難所で配布される弁当やパンな
どでは満足できず，何とか店舗の建物が残った食
料品店のオーナーに食品の販売を頼んできたので
ある。そこで，急遽店舗を修復し，調理・冷蔵設
備の販売代理店から中古の機器を融通してもら
い，２０１１年５月に店をオープンさせた７）。
プロショップまるかの店内（２０１２年４月１３日撮影）
図１２
プロショップまるか内の店舗（２０１２年４月１３日撮影）
図表１１
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気仙沼では，ともづなプロジェクトが支援する
被災中小企業のうち，４社の経営者の話を聞くこ
とができた。日本酒醸造メーカーである株式会社
男山本店の菅原昭彦社長は，復興のためには自ら
変わらなければならないと言っていた。震災後，
菅原氏は iPadを購入し，Facebookや Twitterを
駆使して販路拡大や顧客とのコミュニケーション
に活用している。被災前の男山本店の取引先は
ほとんどが県内企業や顧客であったが，その８割
が被災してしまったため，県外に販路を拡大する
必要性に迫られたのである。販路を全国に広げた
ことで，注文が通年で来るようになり，酒の醸造
時期も見直して通年醸造・冷蔵保存を初めて行っ
た。また，被災した納入先飲食店を支援する目的
もあり，津波で１，２階部分がつぶれた本社・資
材倉庫の建物の駐車場を提供して仮設商店街を建
設するために奔走した。
水産加工業の斉吉商店の斉藤和枝専務も，震
災後に Facebookや Twitterを活用し始め，東京
や大阪のデパートの催事に出店する際，個人顧客
向けに出店の告知を行ったりしている。斉吉商
店の主力商品は，さんまを秘伝のたれで煮込んだ
「金のさんま」であるが，震災前は業務用あるい
は他社ブランドとして卸していた。しかし，津波
で工場が倒壊し，大量生産が困難な中復興をめざ
し，まず鍋一つからでも生産を復活しようと，個
人向けの自社ブランド販売を始めた。そのため，
これまでとは異なる個人顧客向けのマーケティン
グ活動が必要になり，新たな媒体の活用に踏み
切ったのである。震災がなければ ITの活用など
考えられなかったと，斉藤氏は話していた。
被災地域に立地する中小企業の多くは，東京や
大阪といった大都市圏の中小企業と比べ，ITの
活用などで後れを取っていた。しかし，東日本大
震災という未曽有の災害に直面し，津波で工場や
店舗，事務所を流され，ゼロからの再生を余儀な
くされたとき，多くの中小企業経営者は震災前の
経営ではやったことのない，新たな取り組みに挑
戦している。詳しく取り上げなかったが，石巻市
雄勝の漁師町に飛び込み，津波で流されたカキ養
殖施設を復興するため，全国から一口１万円分前
払いでお金を集め，年１回雄勝の海産物等を送る
事業を始めた人もいる（立花２０１２）。もちろん，
従来の顧客を失い新たな顧客開拓を迫られている
といったやむを得ない状況であるとはいえ，被害
に打ちひしがれることなく事業の継続のために新
たな活動にチャレンジする思考，行動は，企業家
活動そのものである。「再生のためには変わらな
くてはいけない」という菅原氏の言葉は，ドラッ
カーが指摘する「変化をチャンスととらえてイノ
ベーションを創出する」（Drucker１９８５）企業家
活動であるということができる。
５． むすび
東日本大震災による津波は，家や学校や工場，
店舗を押し流した。復興への取り組みはまだ途上
である。大災害は小さい，弱い人々や企業を襲っ
た。しかし，中小企業経営者や市民の企業家的な
行動が彼ら自身を勇気づけている。国や自治体の
支援は重要であり，必要不可欠であるが，それだ
けではすべての企業や人々を復興させることはで
きない。非営利組織や大学によっても多くの支援
プログラムが実施されている。しかし重要なこと
は，誰が支援を行っているかではなく，どのよう
な仕組みでどのように運営されているかである。
復興のためのプログラムであるなら，被災者自身
が主体的にかかわり，実行していけるようなプロ
グラムにすべきである。被災地の中小企業の復興
への取り組み，支援プログラムにおける取り組み
を概観することにより，復興のためには震災前の
状況をそのまま再現するのではなく，新たな取り
組みにチャレンジする企業家活動が重要であるこ
とがわかった。
本論は被災地における中小企業者および支援者
の復興と企業家活動に関する小報告であるが，今
後も被災地中小企業の活動に注視し，ささやかな
がら助力できればと考えている。
注
1） 中小企業庁作成資料および日本経済新聞２０１２年７月
２２日付記事による。
専修ビジネス・レビュー（２０１３）Vol.８No.１
22
2） 中小企業庁では，被災した企業に勤務していた者が，
勤務先の事業再開の見込みがなく自ら創業する場合に
限り，支援策を講じている。
3） ミュージックセキュリティーズウェブサイト（http://
oen.securite.jp/）による（参照日：２０１２年７月２２日）
4） プラットフォームサービス株式会社は，東京都千代田
区にあるビジネス支援拠点「ちよだプラットフォーム
スクウェア」の運営を行う，非営利株式会社である。
5） 田辺恵一郎氏へのインタビューノートによる（２０１２
年６月２８日インタビュー実施）。
6） 特定非営利法人 ETIC.のウェブサイトによる。（http://
www.etic.or.jp/recoveryleaders/activity/migiude）参照
日：２０１２年７月２２日
7） 石巻市「プロショップまるか」を運営する有限会社ま
るか中央鮮魚社長の佐々木正彦氏へのインタビュー
（２０１２年４月１３日）による。
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